






2.下水がきれいになるまで
家庭､工場などから排出される汚水は､汚水管から

浄化センターへ送られます｡下の図のような処理をして､

公共用水域に放流します｡また､雨水は雨水管を通じ

て川または海へ放流します｡.

家

下　水　管(汚水)

沈　砂　池

○沈砂池
汚水をゆるやかに流して､大きなゴミや土砂

を取り除きます

○最初沈殿池
汚水に含まれている浮遊物(ゴミ)を沈殿させ

ます=
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最初沈殿池

商　店

反応タンク

汚泥処flf･! ]施設

○反応タンク
汚水に微生物の入った泥(ttl一件汚泥)

を加えて､空'式を吹き込みます　汚水に

溶け込んでいる汚れは､微生物の弟分

として吸収され､繁殖した微生物は沈み

やすい活性汚泥になり､汚水はきれいに

なっていきます_

○最終沈殿池
汚水をゆるやかに流して反応タンクでできた

活性汚泥を沈ませますC　きれいな上沼み水は

消毒施設へ送ります<二,沈んだ清作汚泥は再び

反応タンクに送ります｡余った汚泥は汚泥

処理施設へ送ります｡

○消毒設備
処理水を塩糸で.;肖超し､海に放流しますニ

港

○高度処理施設
処理水を特殊な桔術で､さらにきれいにします｡

再生水として那覇新都心地区でトイレ用水などに

利用していますIJ

O汚泥処理施設
F水処理均で発生した汚泥は消化･脱水(脱水

汚泥)し､バガス等と混ぜて肥料とし､リサイクル

を行っています｡
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表 1 下水排除基準

対 象事 業 場 特定施設のある事業場
対象物質又は項目 50而／日以上 50而／日未満

カドミウム及びその化合物 0.03以下 0.03以下
シアン化合物 1以下 1以下
有機燐化合物 1以下 1以下
鉛 0.1以下 0.1以下
六価クロム 0.2以下 0.2以下
ひ素 0.1以下 0.1以下
総水銀 0.005以下 0.005以下

有 アルキル水銀 検出されないこと 検出されないこと
ポリ塩化ピフエ—ル 0.003以下 0.003以下

害 トリクロロエチレン 0.1以下 0.1以下
ナトフクロロエチレン 0.1以下 0.1以下

物 ジクロロメタン 0.2以下 0.2以下

政
四塩化炭素 0.02以下 0.02以下

質 1. 2 ー ジクロロエタン 0.04以下 0.04以下

令
1. 1ジクロロエチレン 1.0以下 1.0以下

＾ シスー 1. 2 ー ジクロロエチレン 0.4以下 0.4以下

の 健 1. 1. 1ー トリクロロエタン 3以下 3以下
康 1. 1. 2 ー トリクロロエタン 0.06以下 0.06以下

基 項 1. 3 ー ジクロロフロペン 0.02以下 0.02以下
目 チウフム 0.06以下 0.06以下

準
、- シマジン 0.03以下 0.03以下

チオベンカルブ 0.2以下 0.2以下
ベンゼン 0.1以下 0.1以下
セレン 0.1以下 0.1以下
ほう素及びその化合物 230以下 230以下
ふっ素及びその化合物 15以下 15以下
1. 4 ー ジオキサン 0.5以下 0.5以下

ダイオキシン類 10pg-TEQ/Q以下 10pg-TEQ/Q以下
総クロム及ひその化合物 2以下 2以下
銅及びその化合物 3以下 3以下
亜鉛及びその化合物 2以下 2以下

環 フェノール類 5以下 5以下
鉄及びその化合物 10以下 10以下

境 マンガン及ひその化合物（溶解性） 10以下 10以下
生物化学的酸素要求呈(BOD) 600未満 600未満

条 項 浮遊物質量(SS) 600未満 600未満
例 ノルマルヘキサン I鉱油類 5以下 5以下
の 目 抽出物質含有量 I動植物油脂類 30以下 30以下

基 水素イオン濃度 5を超え9未満 5を超え9未満
準 温度 45℃未満 45℃未満

沃素消賓置 220未満 220未満

（備考）

非特定事業場

0.03以下
1以下
1以下

0.1以下
0.2以下
0.1以下

0.005以下
検出されないこと

0.003以下
0.1以下
0.1以下
0.2以下

0.02以下
0.04以下
1.0以下
0.4以下
3以下

0.06以下
0.02以下
0.06以下
0.03以下
0.2以下
0.1以下
0.1以下
230以下
15以下
0.5以下

1001!-TEQ/Q以下
2以下
3以下
2以下
5以下

10以下
10以下

600未満
600未満

5以下
30以下

5を超え9未満
45℃未満
220未満

1. 単位は、ダイオキシン ・ 水素イオン濃度·温度を除きすべてmg/Q

2.亡コ内は直罰対象の排除基準

3.［二内は、除害施設の設置等の義務にかかる排除基準

- 7 -











13. 水質分析機関案内

水質分析機関名 所在地 電話番号

（株）沖縄環境保全研究所 うるま市 934-7020

（財）沖縄県環境科学センタ ー 浦添市 875-1941

（株）沖縄環境分析センタ ー 宜野湾市 897-0910

（株）沖縄環境科学研究所 宜野湾市 893-8444

（有）沖縄環境技術センター 宜野湾市 897-6651

（株）イ ー エ ー シ ー 浦添市 942-0085

（株）南西環境研究所 西原町 835-8411

（財）沖縄県公衆衛生協会 南城市 945-2686

沖縄環境調査（株） 那覇市 861-7373

（有）環境リサ ー チ うるま市 921-4235

（有）沖縄環境地域コンサルタント 浦添市 871-1135

（株）総合環境研究機構 西原町 988-7710
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15. 届出書記載例等

法定様式第六特定施設設置届出書

特定施設設置届出書

那覇市上下水道事業管理者 宛
記載例

　　　＊＊年 4月 1 日

申請者

住所那覇市※※町※※番地電話番号ロロローロロロロ

氏名又は名称及び ※※工業株式会社

法人にあっては

その代表者の氏名代表取締役社長 ※※ 太郎

下水道法第12条の3第1項の規定により、特定施設の設置について、次のとおり届け出ます。

※整理

工場又は事業場の名称 ＊ ＊工業株式会社＊＊工場 番号

※受理
年 月 日

年月日
工場又は事業場の所在地 那覇市＊＊町＊＊番地

※施設
番号

特定施設の種類 66電気めっき施設 ※審査
結果

△特定施設の構造 別紙(1)のとおり。 ※備考

△特定施設の使用の方法 別紙(2)のとおり。

△汚水の処理の方法 別紙(3)のとおり。

△下水の量及び水質 別紙 (4) のとおり。

△用水及び排水の系統 別紙(5)のとおり。

備考 1 △印の欄の記載については、別紙によることとし、かつ、できる限り、図面、表等を利用

すること。

2※印の欄には記載しないこと。

3届出書及び別紙の用紙の大きさは、図面、表等やむを得ないものを除き、日本工業規
格A4とすること。
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法定様式第八特定施設の構造等変更届出書

特定施設の構造等変更届出書

那覇市上下水道事業管理者 宛

申請者

記載例
＊＊年 7月 1日

住所那覇市※※町※※番地電話番号□ロローロロロロ

氏名又は名称及び ※※工業株式会社

法人にあっては

その代表者の氏名代表取締役社長 ※※ 太郎

下水道法第 12条の4の規定により、特定施設の構造等の変更について、次のとおり届け出ます。

※整理

工場又は事業場の名称 ＊ ＊工業株式会社＊＊工業 番号

※受理 年 月 日

工場又は事業場の所在地 那覇市＊＊町＊＊番地
年月日

※施設

番号

特定施設の種類 66電気めっき施設 ※審査

結果

△特定施設の構造
※備考

（特定施設の使用の方法、
別紙のとおり。汚水の処理の方法、下水の

量及び水質、用水及び排水
の系統）

備考 1 △印の欄の記載については、別紙によることとし、かつ、できる限り、図面、表等を利用

すること。

2※印の欄には記載しないこと。

3変更のある部分については、変更前及び変更後の内容を対照させるものとする。届出
別紙の用紙の大きさは、図面、表等やむを得ないものを除き、日本工業規格A4とす

る。
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法定様式第七特定施設使用届出書

那覇市上下水道事業管理者 宛

特定施設使用届出書

記載例

申請者

＊ ＊年 4月 1日

住所那覇市※※町※※番地電話番号ロロローロロロロ

氏名又は名称及び ※※工業株式会社

法人にあっては

その代表者の氏名代表取締役社長 ※※ 太郎

下水道法第12条の3第2項
年＾項の規定により、特定施設について、次のとおり届け出ます。

※整理

工場又は事業場の名称 ＊ ＊工業株式会社＊＊工業 番号

※受理
年 月 日

工場又は事業場の所在地 那覇市＊＊町＊＊番地
年月日

※施設

番号

特定施設の種類 66電気めっき施設 ※審査

結果

△特定施設の構造 別紙 (1) のとおり。 ※備考

△特定施設の使用の方法 別紙 (2) のとおり。

△汚水の処理の方法 別紙 (3) のとおり。

△下水の量及び水質 別紙 (4) のとおり。

△用水及び排水の系統 別紙(5)のとおり。

備考 1 △印の欄の記載については 、 別紙によることとし、 かつ、 できる限り 、 図面、表等を利用

すること。

2※印の欄には記載しないこと。

3届出書及び別紙の用紙の大きさは 、 図面、表等やむを得ないものを除き、日本工業規

格A4とすること。
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法定様式第十氏名変更等届出書

氏名変更等届出書

記載例
＊＊年 4月 5日

那覇市上下水道事業管理者 宛

申請者

住所那覇市※※町※※番地電話番号□ロローロロロロ

氏名又は名称及び※※工業株式会社

法人にあっては

その代表者の氏名代表取締役社長 ※※ 太郎

氏名（名称、住所、所在地）に変更があったので、下水道法第12条の7の規定により、次の

とおり届け出ます。

赤冬
※整理番号

赤冬 更 月
9

I,J ＊ ＊次郎
更 ※受理年月日 年 月 日

の
※施設番号

合六 赤冬 更 後 ＊ ＊太郎

※備考

変更年 月 日 　＊ ＊年4月1日

人事異動のため
変更の理由

（社長交代のため）

備考1 ※印の欄には記載しないこと。

2用紙の大きさは、日本工業規格A4とすること。
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法定様式第十 一 特定施設使用廃止届出書

特定施設使用廃止届出書

記載例
※※年6月1日

那覇市上下水道事業管理者宛

申請者

住所 那覇市※※町※※番地電話番号□ロローロロロロ

氏名又は名称及び
法人にあっては
その代表者の氏名

※※工業株式会社

代表取締役社長 ※※ 太郎 

特定施設の使用を廃止したので、下水道法第12条の7の規定により、次のとおり届け出ます。

工場又は
事業場の名 称

工場又は
事業場の所在地

特定施 設の種類

特定施 設の
設置場所

使用廃止の年月日

使用廃止の理由

※※工業株式会社※※工場

※※市※※町※※番地

66電気めっき施設

別添図とおり。

※※年5月20日

移転廃止のため

備考 1※印欄は、記載しないこと。
2用紙の大きさは、日本工業規格A4とすること。
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法定様式第十二承継届 出書

承継届出書

記載例 ※※年8月1 日

那覇市上下水道事業管理 者 宛

申請者

住所 那覇市※※町※※番地 電話番号□ロローロロロロ

氏名又は名称及び ※※工業株式会社

法人にあっては

その代表者の氏名 代表取締役社長 ※※太郎

特定施設に係る届出者の地位を承継したので、下水道法第12条の8第3項の規定により、次の
とおり届け出します。

工場又 は ※※工業株式会社事 業 場 の名 称

工場又 は
事業場の所在地

特定施 設の種類

特定施 設の
設置 場 所

承継の年月 日

I 
氏名又は

被承継者 1
名 称

那覇市※※町※※番地

65駿又はアルカリによる
表面処理施設

別添図のとおり

※※年7月15日

株式会社※※
代表取締役社長※※次郎

l 
住 所 ※※市※※町※※番地

承継の原因 借り受け

備考 1.※印の欄は、記載しないこと
2用紙の大きさは、日本工業規格A4とすること。
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第8号様式

那覇市上下水道事業管理者 宛

除害施設設置届

記載例

届出者

※※年 9 月 1日

住所 那覇市0-0-0

名称 株式会社000
代表者名 那覇 太郎
電話 8 8 6 一 △△△△

次のとおり除害施設を設置したいので、関係書類を添えてお届けします。

設 置 場 所I那覇市おもろまち0-0-0

処 理 方 法 透析排液希釈

施 設 名 称 000病院

工 事 内 容 ＠ 増設 ． 改築

構造、処理工程その他必要書類 別 添

住 所 那覇市泉崎△一△一△ 工 事 予 定 期 間
施

工 名 称 株式会社 000組 自 ※※年 1 0 月 1日

業

者 代表者名 ロロ ロロロ 至 ※※ 年 1月 3 1日

電 話 888-1234

備考
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第9号様式

除害施設使用開始届

記載例

※※年2 月10 日

那覇市上下水道事業管理者 宛

住所 那覇市0-0-0

届出者

名称 株式会社 000

代表者名 那覇 太郎

電話 8 8 6 一 △△△△

次のとおり除害施設を使用開始したいのでお届けします。

水 量及び水 質 I
水量月平均 300 rrl 日最大 2 0, 0 

水質別紙のとおり

面

排 水 口 数 1箇所

施 設 名 称 I ooo病院
工事期間 I

自 ※※年 1 0 月 1 日

至 ※※年 1 月 3 1 日

処 理 方 法I透析排液希釈
使用開始

年月日
※※ 年 2 月 9 日

備考
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事故届出書

年 月 日
那覇市上下水道事業管理者宛

住所

名称

代表者の氏名

下水道法第12条の9の規定により、事故の状況及び講じた措置について、次のとおり届け出ます。

特定事業場の名称

特定事業場の所在地

事故の発生日時

事故の発生場所

事 下水道へ流入した
物質名

有害物質等の 流入量（m3)
故 種類と量

濃度 (mg/L)

状 自然災害 施設の老朽化 操作ミス
事故の発生原因

況 その他（ ） 

事故の概要

応急措置の内容

口警察（ ）口河川管理者（ ） 

通報先の有無 口消防（ )□その他（ ） 

口環境部局（ ） 

下水道への流入経路等
-------------------------------------------------------------------------------------■ 

添付図面
別紙のとおり

事故処理担当連絡先
（電話番号）

備考
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